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●第１１９回繊維通商問題委員会開催 

５月９日(木)、繊産連の第１１９回繊維通商問題委員会が東京の繊維会館において開催され

た。当日は（１）日本の繊維貿易の現況について（２０１８年１－３月期、２０１８年３月・繊産連説

明）、（２）各国とのＥＰＡ交渉状況について（経産省説明）、（３）ＥＰＡ産業協力の現状について、

（４）その他。 

１. 輸出入全般の動向 

 Ⅰ.２０１８年１－３月期の繊維貿易 

 
円ベース ドルベース 

百万円 前年同期比（％） 百万ドル 前年同期比（％） 

輸 出  ２０５,４７３ １００ .９ 

 

１,９０３  １０６.１ 

輸 入 １,００９,１８２ 

 

 

 

 

 

９９ .１ 

 

 ９,３２０ １０４.０ 

①２０１８年３月単月に関しては、輸出は円ベースで８０,９７０百万円（前年同月比１０９.８％）、

輸入は円ベースで３０３,６３９百万円（前年同月比８７.１％）。 

②２０１８年１－３月累計の繊維品別輸出入実績は、輸出（円ベース）の前年同期比は繊維

原料は９４.６％、糸類（紡績糸・合繊糸）は１０２.０％で、うち綿糸は９１.８％、毛糸は 

１６４.３％、合繊糸は９９.５％。織物は９６.９％で、うち綿織物は１００.９％、毛織物は 

９０.８％、合繊織物は９６.９％。二次製品は１０５.２％。輸入（円ベース）の前年同期比は、

繊維原料は１０３.７％、糸類（紡績糸･合繊糸）は９７.７％で、うち綿糸は８９.８％、毛糸は

９９.２％、合繊糸は１０３.０％。織物は１０１.９％で、うち綿織物は１０４.３％、毛織物は１２０％、

合繊織物は９８.４％。二次製品は９９.０％。 

 

主 な 内 容 
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２. 各国・地域別輸出入の動向 

 ①輸出（２０１８年１－３月累計） 

   I . ２０１８年１－３月の前年同期比（円ベース）は東南アジア（中国含む）向けは１００.９％、

欧州１０５.４％。 

   Ⅱ. アジアにおいては中国が１００.１％。シェアは２７.５％で前年同期比０.３ポイントダウン。

アセアン主要国は前年同期比でインドネシアが１０８.５％、マレーシア１００.７％、ミャ

ンマー１２２.７％、ベトナム１０３.８％。アセアン全体では１０２.６％、シェアは２４.６％

（前年同期比＋０.４ポイント）と伸びている。中でもベトナムのシェアは１１.０％（前年

同期比＋０.３ポイント）と安定した伸び。また、カンボジアは８０.７％と減少。アセアン

以外では、パキスタン１１５.１％、バングラデシュが１２６.３％、インド１２４.５％と伸長が

続いている。台湾は９５.３％。欧州では、イギリスが１０４.４％、フランス１０３.３％、ドイ

ツが９８.７％、イタリア１２０.２％。 

   Ⅲ. 米州は１１１.３％、シェアは１０.７％で前年同期比＋１.０ポイント）。  

②輸入（２０１８年１－３月累計） 

    I . ２０１８年１－３月累計の前年同期比（円ベース）は、東南アジア（中国含む）が９８.７％、

米州９６.８％、欧州１０９.１％。 

   Ⅱ. アジアでは中国が９３.９％だが、シェアは５６.２％（前年同期比－３.２ポイント）と減少

が続く。 

   Ⅲ. アセアン全体では１０８.９％。主要国はベトナム１１２.１％、インドネシア１０６.３％、カ

ンボジアが１１０.８％、マレーシアが１１０.５％、ミャンマー１０６.１％と伸びている。アセ

アンのシェアは２６.９％（前年同期比＋２.３ポイント）と安定した伸びが続く。ベトナム

のシェアは１２.０％（前年同期比＋１.４ポイント）と堅調。 

      輸入についても、アセアン以外ではバングラデシュは１０６.０％に留まっている。台湾

１０２.７％、ドイツ１００.７％、アフリカ９６.１％。 

次回の繊維通商問題委員会は６月１５日（金）開催予定。 
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●ＪＦＷ-Ｐｒｅｍｉｕｍ Ｔｅｘｔｉｌｅ Ｊａｐａｎ ２０１９Ｓ/Ｓ 展開催  

５月９日(水)－１０日(木)の２日間、一般社団法人日本ファッションウィーク推進機構主催のテ

キスタイルビジネス商談会 “ＪＦＷ-ＰＴＪ ２０１９Ｓ/Ｓ展” が東京国際フォーラムにおいて開催され 

た。回を重ねるごとに来場者も増加し、１５回目となった今回のＰＴＪは各ブースで活発な商談が

行われた。 

綿工連傘下企業は古橋織布(遠州)、福田織物(天龍社)、クロキ、岡本テキスタイル（備中）、カ

イハラ(広島)の５社が出展した。  

 

●綿スフ工連・綿工連理事会開催 

５月１１日（金）、日本綿スフ織物工業組合連合会(綿スフ工連)及び日本綿スフ織物工業連合

会(綿工連)の理事会が綿業会館(大阪)において開催された。 

当日は、（１）綿スフ工連及び綿工連の５月２５日の通常総会の開催及び総会提出議案につ

いて、①平成２９年度決算関係書類(貸借対照表、財産目録、損益計算書並びに損失金処分案

(綿スフ工連、綿工連)及び事業報告書承認の件、②平成３０年度事業計画(案)、収支予算(案)

及び賦課金徴収方法(案)承認について各々諮られ、承認された。続いて、（２）平成２９年度決

算関係書類(案)及び事業報告書(案)承認について各々諮られ、承認された。 

その他、中小企業・小規模事業者関係予算案、税制改正のポイントや外国人技能実習制度

などについて説明があった。 

 

●綿スフ工連・綿工連通常総会・理事会、及び同交会理事会・評議員会開催 

５月２５日(金)、綿スフ工連及び綿工連の通常総会・理事会並びに一般財団法人日本綿スフ

機業同交会(同交会)の理事会・評議員会が綿業会館(大阪)において開催された。 

綿スフ工連及び綿工連の通常総会においては、（１）２団体の平成２９年度決算関係書類及

び事業報告書承認の件について、（２）２団体の平成３０年度事業計画(案)、収支予算(案)及び

賦課金徴収方法(案)承認の件について、（３）任期満了に伴う役員の改選・選任（綿スフ工連、綿

工連）について、過怠金再審査委員の改選・選任（綿スフ工連）について諮られ、承認された。ま

た、同交会では理事会において、平成２９年度決算関係書類及び事業報告書承認の件につい

て諮られ、承認された後、同評議員会において承認された。 

続いて、綿スフ工連・綿工連の総会および同交会評議員会において選任された役員で構成

される各々の理事会において役員の新体制が決定された。当日行われた選考委員会において

綿スフ工連理事長・連会長、並びに同交会代表理事については、貝原広島県織物構造改善工

業組合理事長退任に伴い、尾北綿スフ織物工業組合理事長の平松誠治氏が選任され承認さ

れた。 

 

●平成３０年度「省エネルギー投資促進に向けた支援補助金」公募中 

平成３０年度予算「省エネルギー投資促進に向けた支援補助金（省エネルギー投資促進に向
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けた支援補助事業のうちエネルギー使用合理化等事業者支援事業）」の公募が始まっている。

工場・事業場、住宅、ビルにおける省エネ関連投資を促進することで、エネルギー消費効率の

改善を促し、徹底した省エネを推進することを目的とした事業。具体的には省エネ効果の高い

設備の入替を支援する。 

○公募期間： 平成３０年５月２８日(月)－７月３日(火) 

〇公募要領 

https://sii.or.jp/cutback30/uploads/koujoutani_kouboyoryo.pdf (工場、事業場単位) 

https://sii.or.jp/cutback30/uploads/setsubitani_kouboyoryo.pdf（設備単位） 

○公募要領など詳細は一般社団法人環境共創イニシアチブ（ＳＳＩ） https://sii.or.jp/ 

 

 

 

 

 

 

 

https://sii.or.jp/cutback30/uploads/koujoutani_kouboyoryo.pdf
https://sii.or.jp/cutback30/uploads/setsubitani_kouboyoryo.pdf
https://sii.or.jp/
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●「平成２９年度ものづくり基盤技術の振興施策」（ものづくり白書） 

「平成２９年度ものづくり基盤技術の振興施策」は、ものづくり基盤技術振興基本法（平成１１

年法律第２号）第８条に基づく、政府がものづくり基盤技術の振興に関して講じた施策に関する

報告書であり、経済産業省、厚生労働省、文部科学省の３省共同で作成作業を行い、５月２９日、

閣議決定された。 

本白書は、製造業を取り巻く大規模な環境変化の中で経営者が共通認識として持つべき４つ

の危機感を「総論」として明確に位置づけている。 

１．人材の量的不足に加え質的な抜本変化に対応できていない恐れ 

２．従来「強み」と考えてきたものが、変革の足かせになるおそれ 

３．経済社会のデジタル化等の大変革期を経営者が認識できていないおそれ 

４．非連続的な変革が必要であることを認識できていないおそれ 

その上で我が国製造業の主要課題に対する対応の方向性として以下について論じている。 

対応策(１) 現場力の維持・強化、デジタル人材等の人材育成対策 

対応策(２) 新たな環境変化に対応した付加価値向上 

 

〇２０１８年版「ものづくり白書」概要 

http://www.meti.go.jp/press/2018/05/20180529001/20180529001-1.pdf 
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●第３回繊維産業技能実習事業協議会開催 

５月２９日（火）、経済産業省において標記第３回目の協議会が開催された。外国人技能実習

生受入事業の状況として、全日本婦人子供服工業組合連合会、日本被服工業組合連合会より

実態等に係る報告がなされた。その後本協議会としてこの制度を適正に実施していくため構成

団体の今後の取組みについて意見交換が行われた。 

次回６月に開催の第４回協議会で繊維業界での今後の取組みの具体策を纏めるとしている。 

 
●夏季の省エネルギーの取組について 

省エネルギー・省資源対策推進会議省庁連絡会議は関係政府機関で構成されており、毎年、

夏と冬の省エネキャンペーン期間が始まる前に開催されている。５月２８日、当該会議にて「夏季

の省エネルギーの取組について」を決定した。 

６月から９月までの夏の省エネキャンペーンの期間において、省エネルギーの普及活動を行

い、省エネルギーの取組の実践について協力を呼びかけていく。また、政府自らも率先して、冷

房中の室温の適正化や照明の削減など、省エネルギーの取組を実践する。 

 

１．住宅・ビル等関係について 

① 住宅・ビル等の省エネルギー対応 

住宅、ビル等の新築、増改築、改修等に当たっては、エネルギー消費性能の向上を図るた

め、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（建築物省エネ法）に基づく住宅及

び建築物の省エネルギー基準を踏まえ、断熱材の利用、設計・施工 上の工夫による熱負

荷の低減など的確な設計及び施工を行うこと。積極的なエコ住 宅の新築や断熱改修等の

エコリフォームに努めること。 住宅、ビル等の販売又は賃貸を行う事業者は、その販売又

は賃貸を行う建築物について、省エネ性能表示のガイドラインに基づき、エネルギー消費

性能を表示する よう努めること [図１]。 

 

 [図１] ガイドラインに基づく第三者認証の例  
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また、ディマンドリスポンスに対応した時間帯別・季節別の電気料金メニューが 選択できる

場合はその活用に努めるとともに、エネルギー管理システム（ＢＥＭＳ・ ＨＥＭＳ等）の導入

により、ビルの運用方法、住宅の住まい方の改善によるピーク対策及び省エネルギーに努

めること。  

ビル等においては、万が一電力需給が厳しくなった場合、特にその地域では省エネルギー

診断やＥＳＣＯ診断等を活用し、より高効率な設備・機器の導入や適切な 運転方法の見直

し等により、省エネルギー化を進めること。  

② エネルギー消費効率の高い機器の選択・購入  

  家電機器、ＯＡ機器等のエネルギー消費機器の購入に当たっては省エネ法に基づくトップ

ランナー基準の達成状況を示す省エネルギーラベル[図２]、及び米国環境保護庁が定め

た国際的省エネルギー制度による国際エネルギースターロゴ[図３]の表示、また、政府、事

業者等が提供するエネルギー消費効率に関する情報[参照１]等を参考としつつ、省エネル

ギー性能の高い機器の選択に努めること。選択に当たっては、初期投資負担を伴うものの、

これが中長期スパンで回収できることに留意すること。  

特に、家庭用エアコンディショナー、家庭用電気冷蔵庫、家庭用電気冷凍庫、テレビジョン

受信機、蛍光灯器具、電気便座の購入に当たっては、より省エネルギー性能の高い製品を

選択する観点から、省エネルギーラベルによるトップランナー基準の達成状況のみならず、

統一省エネルギーラベル[図４]による５段階の省エネルギー性能表示に留意し、省エネル

ギー性能の高い製品の選択に努めること。エネルギー消費機器の製造・輸入事業者・小売

事業者（インターネットによる販売等を行う事業者も含む）は、消費者に対する上記取組を

促すため、省エネルギーラベル、国際エネルギースターロゴ、統一省エネルギーラベルの

表示により、省エネルギー性能に関するきめ細かな情報提供に努めること。   

 

[参照１] 資源エネルギー庁ホームページ （省エネ型製品情報サイト）  

https://seihinjyoho.go.jp/   

  

[図２] 省エネルギーラベル（例） 
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［図３］ 国際エネルギースターロゴ      [図４] 統一省エネルギーラベル（例）    

 

２．工場・事業場関係について   

① 工場・事業場における省エネ法に基づくエネルギー管理の実施  

省エネ法に基づく適切なエネルギー管理を実施するほか、平成２８年度から開始した 「事

業者クラス分け評価制度」によるＳＡＢＣの評価を踏まえ、一層の省エネルギーを進めるた

め、以下に掲げる取組を徹底して推進すること。  

 ・事業者全体としての管理体制の整備、責任者の配置及び省エネ目標に関する取組方針等 

の策定を通じて、省エネルギーを推進すること。 

  ・省エネ法の「工場等におけるエネルギーの使用の合理化に関する事業者の判断の基準」 

に基づく設備の管理標準の策定・実施など、適切なエネルギー管理を実施すること。   

・省エネ法の「工場等における電気の需要の平準化に資する措置に関する事業者の指針」 

に基づく電気需要平準化時間帯における電気の使用から燃料又は熱の使用への転換、 

電気需要平準化時間帯以外の時間帯への電気を消費する機械器具を使用する時間の

変更など、電気需要平準化に資する措置を実施すること。     

   なお、省エネ法に基づく手続等の詳細については、資源エネルギー庁のホームページを

参照すること。 

    

  [参照] 資源エネルギー庁ホームページ   

http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/procedure/  

 

 ② 自主的な省エネルギーへの取組の推進  

一般社団法人日本経済団体連合会傘下の業種をはじめとして、２０２０年及び２０３０年に向

けた産業界の地球温暖化対策の自主的取組である低炭素社会実行計画を策定している

事業者にあっては、その実現に向け、工場・事業場において技術的に最高水準の省エネ

http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/procedure/
https://ord.yahoo.co.jp/o/image/RV=1/RE=1527834375/RH=b3JkLnlhaG9vLmNvLmpw/RB=/RU=aHR0cHM6Ly91cGxvYWQud2lraW1lZGlhLm9yZy93aWtpcGVkaWEvY29tbW9ucy90aHVtYi83LzczL0VuZXJneV9TdGFyX2xvZ28uc3ZnLzIwMHB4LUVuZXJneV9TdGFyX2xvZ28uc3ZnLnBuZw--/RS=%5EADBUw7scJ9gGrYxcNrOcxDmmQsSdkg-;_ylt=A2RCAwuHlQ9b7yQAGDmU3uV7
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ルギー機器・設備の導入及び設備のきめ細かな運転の管理等により、省エネルギーの取

組を徹底して推進すること。 

同計画について未策定の事業者においても、参加する業界団体等と連携して計画の早期

策定に努めるとともに、策定に至るまでの間も自主的・計画的に省エネルギーの取組を徹

底して推進すること。 

 

３．運輸関係について  

① 運輸分野における省エネ法に基づくエネルギー管理の実施   

旅客輸送事業者、貨物輸送事業者及び荷主においては、省エネ法の判断基準に基づく

取組方針の策定など、適切なエネルギー管理を実施すること。 

② 公共交通機関の利用促進   

通勤及び業務時の移動並びに休暇におけるレジャー等の人の移動においては、できる限

り鉄道、バス等の公共交通機関を利用すること。また、近距離の移動については徒歩や自

転車での移動を図ること。 

道路交通混雑の緩和のための時差通勤の促進に積極的に取り組むこと。  

③ エネルギー消費効率のよい輸送機関の選択   

自動車の購入に当たっては、政府、事業者等が提供するエネルギー消費効率に関する情

報を参考として、環境性能に優れた自動車（エコカー）の導入に努めること。         

貨物輸送に際しては、輸配送の共同化等による積載効率の向上、鉄道や内航海運といっ

た大量輸送機関の積極的活用等、物流の効率化を図ること。 

④ エコドライブの実践  

  自動車を利用する場合には、エコドライブ１０のすすめ（ふんわりアクセル、減速時は早めに

アクセルを離す、ムダなアイドリングはしない、タイヤの空気圧を適正に保つ等）の実践、 

交通渋滞の軽減に資するシステムの利用（ＶＩＣＳ及びＥＴＣ２.０サービスの活用等）等ととも

に、自動車の利用をできる限り控えることにより省エネルギーに努める。また、バイオマス燃

料等温室効果ガスの排出の少ない燃料の選択、使用に努めること。   

 

４．その他 

① ＩＳＯ５０００１の導入検討  

  ＰＤＣＡサイクルによるエネルギー効率の継続的向上等を達成するため、エネルギー管理

システム規格（ＩＳＯ５０００１）の導入を検討すること。  

 [参照] 資源エネルギー庁ホームページ （ISO50001 ポータルサイト） 

http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/iso50001/  

② 省エネルギーに資する事業活動の合理化及び従業員等の意識向上   

事業者等においては、事務の見直し等により残業を削減する等、省エネルギーに資するよ

うな事業活動の合理化に努めること。従業員等に対し、省エネルギーに関する知識や技能

http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/iso50001/
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を身につけ、自ら省エネルギーを実践するための研修・シンポジウム等へ参加する機会を

提供するよう努めること。  

③ 地域における各機関の連携等   

地域の特性を踏まえた省エネルギーの取組を推進するため、ブロック単位で設置された地

域エネルギー・温暖化対策推進会議などを通じて、各地域の政府機関、地方公共団体、経

済団体、消費者等との情報共有・連携を図ること。     
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ＥＰＡ（経済連携協定）、ＴＰＰ（環太平洋パートナーシップ協定）の動向   

●我が国のＥＰＡへの取組状況 
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  ※日・ＥＵは２０１７年７月大枠合意、１２月交渉妥結。 
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●ＴＰＰ１２の概要 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＴＰＰ内閣官房政府対策本部「ＴＰＰとは」 

 

●TPP１１をめぐる動き 

「ＴＰＰ１１」協定の承認案は、１８日に衆院本会議において与党多数の賛成多数で可決した。 

また、この協定の関連法案についても、２４日の衆院本会議で自民、公明両党と日本維新の会

などの賛成多数で可決した。 

国内手続き完了には協定承認案と関連法案の可決、成立が必要となるため両案の可決を受

け政府・与党は協定の今国会会期中の成立を目指す。 

 関連法案は、輸入品の関税削減で競争激化が見込まれる畜産農家への経営支援策を拡充

することや、著作権保護期間を５０年から７０年に延長することなどが柱。１０法案を束ねた一括

法案で、ＴＰＰ１１発効日に施行する。 

発効には６か国が国内手続きを終える必要がある。 
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なお、凍結項目に入らなかったが、一定期間猶予する内容（２項目）についてはサイドレター

（補足文書）を交わすこととなる。 
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２０１５年１０月５日に大筋合意したＴＰＰ１２協定の工業製品（繊維分野を含む）の概要 

（１）市場アクセス（関税撤廃） 
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（２）繊維分野についての各国の関税撤廃（譲許）について 

①日本（上表に示すとおり） 

品目 譲許内容  基準税率 

繊維・繊維製品ほぼ全て 即時撤廃 
 生地：１.９～１４.２％ 

衣類：４.４～１３.４％ 

一部の衣類（（化合繊製オーバ

ーコート等） 
１１年目撤廃 

 
７.４～１２.８％ 

②カナダ 

 

③ニュージーランド 

 

④オーストラリア 

⑤ベトナム 
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⑥米国（離脱） 

 

 

（３）繊維分野の原産地規則 

①複数の締約国において加工工程の足し上げを行い、原産性を判断する完全累積制

度。 

②繊維及び繊維製品の原産地規則は、「紡ぐ」、「織る」、「縫製」という３つの工程を原則

ＴＰＰ締約国内において行わなければならない「ヤーンフォワード･ルール」。 

ただし、綿糸（ＨＳ５２.０４－５２.０７）、合繊長繊維糸（ＨＳ５４.０１－５４.０６）、化合繊紡績

糸（ＨＳ５５.０８－５５.１１）、ニット生地（ＨＳ６０類）については、締約国内での「綿花」、

「化合繊短繊維」を使用する「ファイバーフォワード・ルール」。 

③ヤーンフォワード・ルールを前提としつつ、「供給不足の物品」（ショートサプライ・リスト

（ＳＳＬ））に掲載された域内での供給が十分でない厳選された材料（繊維、糸、生地）

については、例外的に域外から調達しても、その最終用途の要件を満たせば原産品と

して認めている。 

（注）衣類を輸出する場合であって、使用する糸がＳＳＬに掲載されている場合、織る、

縫製の２工程を域内ですればよく、また、生地がＳＳＬに掲載されている場合、縫製の１

工程のみを域内ですればよいことになる。 

④６１類及び６２類の衣類が原産品であるか否かは、製品の関税分類を決定する構成部

分（表側の生地に占める面積が最も大きい部分）で関税分類番号の変更を満たす必

要がある。 

＜その他の要件＞ 

①弾性生地ルール 

６１類及び６２類の衣類に弾性糸を使った生地（ＨＳ6002、5806.20）を使用する場合、当該

生地は域内産の糸を使用する。また、関税分類を決定する構成部分に弾性糸が使用され

る場合には、域内産の糸を使用する。 

②縫糸ルール 

６１類及び６２類の衣類及び６３類の製品に縫糸（ＨＳ５２０４、５４０１、５５０８の縫糸又は 

５４０２の糸を縫糸として使用）を使用する場合、当該縫糸は域内産の縫糸を使用する。 
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③絹１００％の着物に関するルール 

着物又は帯に使用する絹１００％の絹織物を域内で製織、裁断・縫製する必要がある。 

※絹織物はＳＳＬで域外調達が例外的に認められているが、着物又は帯に使用する絹 

１００％の織物の域内調達を義務付け。 

④デミニミス（原則、非原産材料が全重量の１０％以下の場合、原産品とみなす。） 

ただし、弾性糸については、域内産を義務付け。 

⑤緊急措置（セーフガード）、関税法令違反に関する税関当局間の協力、監視を規定。 

＜第３章 原産地規則及び原産地手続＞ 

輸入される産品について，関税の撤廃・引下げの関税上の特恵待遇の対象となるＴＰＰ域

内の原産品として認められるための要件及び特恵待遇を受けるための証明手続等を定める。

本章のルールにより、例えば以下のようなメリットが考えられる。 

（１）ＴＰＰ特恵税率の適用が可能な１２か国内の原産地規則の統一（事業者の制度利用負

担の緩和） 

（２）輸出者、生産者又は輸入者自らが原産地証明書を作成する制度の導入（貿易手続の

円滑化） 

（３）完全累積制度の実現  

ＴＰＰ協定においては、複数の締約国において付加価値・加工工程の足し上げを行い、

原産性を判断する完全累積制度を採用。日本が締結済みのＥＰＡにおいても、メキシコ、

ペルー等で完全累積制度を採用している。 
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（４）広域ＦＴＡ化による原産品輸送の容易化（立証負担の緩和） 

二国間のＦＴＡにおいては、産品の輸送の際に第三国を経由した場合には、当該貨物の原

産性が維持されているか否かについて輸入国税関に対し立証する負担がある。一方で、ＴＰ

Ｐは全ての締約国を一つの領域とみなす広域ＦＴＡであり、全ての締約国の領域内を移動す

る限りにおいては、貨物の原産性が維持されることになる。 

協定書第３章原産地規則及び原産地手続きの仮訳については下記ＵＲＬを参照 

 http://www.cas.go.jp/jp/tpp/naiyou/pdf/text_kariyaku/160202_kariyaku_03-1.pdf 

附属書３D 品目別原産地規制 

http://www.cas.go.jp/jp/tpp/naiyou/pdf/text_kariyaku/160202_kariyaku_03-2.pdf 

（内閣官房ＴＰＰ政策対策本部ＨＰ ＴＰＰの内容より） 

 

日  本  と  各  国  と  の  Ｅ  Ｐ  Ａ  交  渉 

●日・ＥＵ経済連携協定について 

    
２０１７年７月：第２４回ＥＵ首脳協議で大枠合意 

２０１７年１２月：首脳電話会談交渉妥結合意 
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２０１７年７月  「工業製品関税に関する大枠合意結果」の概要（抜粋）  
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●日中韓経済連携協定について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０１７年４月：第１２回交渉会合（首席代表会合）（東京） 

２０１８年３月：第１３回交渉会合（首席代表会合）（ソウル） 

東アジアの繊維貿易フロー （２０１６年） 
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●日・ＲＣＥＰ経済連携協定について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０１７年５月：第１８回交渉会合（フィリピン） 

２０１７年７月：第１９回交渉会合(インド) 

２０１７年９月：第５回閣僚会議（フィリピン） 

２０１７年１０月：第２０回交渉会合（韓国） 

２０１７年１１月：閣僚会合・首脳会合（フィリピン） 
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２０１８年２月：第２１回交渉会合（ジョグジャカルタ） 

２０１８年３月：中間閣僚会合（シンガポール） 

２０１８年４月：第２２回交渉会合（シンガポール） 

２０１８年７月：中間閣僚会合（東京）予定 

 

 

 

１．ＲＣＥＰが実現すれば、人口約３４億人（世界全体の約半分）、ＧＤＰ約２０兆ドル（世界全体

の約３割）、貿易総額約１０兆ドル（世界全体の約３割）を占める広域経済圏が出現。 

２．世界の成長センターであるアジア太平洋地域経済との連携強化は、我が国が経済成長を

維持・増進していくために不可欠。 

３．我が国の貿易総額に占めるＦＴＡ締結相手国との貿易の割合（ＦＴＡ比率）が２７％、（中国 

２１．２％、韓国５．６％）増加し、日本再興戦略の目標達成（２０１８年までにＦＴＡ比率７０％）

に寄与。 

４．物品貿易（関税撤廃・削減等）に加え、サービス貿易、投資、知的財産等が含まれるため、

これらの分野での我が国企業の活動を支援、地域におけるルール作りに貢献。 

５．広域のＦＴＡが実現することにより、参加国間における貿易・投資が更に促進されるとともに、

地域における効率的なサプライチェーンの形成等に寄与。 

 
 
●日・コロンビア経済連携協定について 

２０１６年は事務レベルでの非公式会合を開催 
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●日・カナダ経済連携協定について 

 

●ＮＡＦＴＡ再交渉 

北米自由貿易協定（ＮＡＦＴＡ）再交渉が４月の閣僚協議の後開催されていたが、５月１１日終

了した。自動車分野など多くの懸案で溝を埋めることができなかったが、協議を近く再開すること

では合意した。 

 カナダのフリーランド外相、メキシコのグアハルド経済相はともに、事務レベルでの協議を続け

るとし、「必要に応じ再度会合を開く計画で、近いうちに行うことになると考えている。納得のいく

合意を得られるまで、交渉を続ける」と語った。  

                                    （５月１１日付ロイターワシントン支局） 

   

●日・トルコ経済連携協定について 

４月１１日から１３日、東京において９回目となる交渉会合が開催された。この会合に

おいては、物品貿易、サービス、衛生植物検疫（ＳＰＳ）、貿易に関する技術的障害

（ＴＢＴ）、ビジネス環境整備等の各分野について議論が行われた。次回第１０回交渉

会合はアンカラにおいて今月開催の予定。 
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２０１７年９月： 第７回交渉会合（東京） 

２０１８年１月： 第８回交渉会合（トルコ） 

２０１８年４月： 第９回交渉会合（トルコ） 
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●特許公開情報 

２０１8 年５月に公開された織物の製造方法に関する、特許公開情報です。 

特許電子図書館 HP： https://www.j-platpat.inpit.go.jp/web/all/top/BTmTopPage 

検索範囲： 4L048, D03D1/00～D03D27/00 

  

[特許公開情報] （２０１８年５月公開分） 

＜５月分＞   

項番 文献番号 出願人 発明の名称 

1 特開 2018-084097 平岡織染株式会社 
ガラスクロス複合不燃シート材及びそれを用

いた建築物 

2 特開 2018-084009 丸西宗教織物株式会社 和紙の撚糸を含む搦織物 

3 特開 2018-084003 株式会社ＰＲＯＮＥＳ タオル地並びに該タオル地を使用した担架 

4 特開 2018-080425 スターライト工業株式会社 
摺動部材成形用シート、摺動部材、及び、そ

の製造方法 

5 特開 2018-080421 信越化学工業株式会社 
エアーバッグ用付加硬化型液状シリコーンゴ

ム組成物及びエアーバッグ布 

6 特開 2018-080418 
山屋産業株式会社  

有限会社マルマツ繊維 
織編物及びその製造方法 

7 特開 2018-080417 株式会社ＳＨＩＮＤＯ 導電性ストレッチ連続状体 

8 特開 2018-079646 株式会社ＳＨＩＮＤＯ 複合シート材 

9 特開 2018-076629 株式会社村田製作所 布、衣料、および医療部材 

10 特開 2018-076622 
東レ株式会社 

原田商事株式会社 

高密度織物およびこれを用いた産業資材用繊 

維製品 

11 特開 2018-076617 富士通株式会社 
複合糸、複合糸の製造方法、複合体、複合体

の製造方法及び電子機器 

12 特開 2018-076616 皿海衣料株式会社 
涼感織布及びそれを使用して構成される布製

品 

13 特開 2018-076611 三菱レイヨン株式会社 流体攪乱加工糸及びそれを含む織編物 

14 特開 2018-074001 
帝人株式会社 

学校法人  関西大学 

組紐状圧電素子を用いた布帛状圧電素子およ

びそれを用いたデバイス 

15 特開 2018-071178 大建工業株式会社 畳表と該畳表を用いた置き畳 

16 特開 2018-071030 

東レ株式会社 

東レ・オペロンテックス株

式会社 

株式会社カツクラ 

織物 

17 特開 2018-068915 菊地工業株式会社 ショックアブソーバ 

18 特許 6322778 
ソンウォルビナジェイエス

シー(ベトナム) 
多重ガーゼ織物及びその製造方法 
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５ 月 の 行 事 

５月 ９～１０日…… ＪFW-Premium Textile Japan ２０１９Ｓ/Ｓ（東京国際フォーラム） 

５月 ９日………… 第１１９回繊維通商問題委員会(東京・繊維会館) 

５月１１日………… 綿スフ工連・綿工連理事会（大阪・綿業会館） 

５月１２日………… 綿工連綿'ｓ倶楽部委員会（大阪・綿業会館） 

５月２５日………… 綿スフ工連・綿工連通常総会・理事会、一般財団法人日本綿スフ機業同交 

会理事会・評議員会（大阪・綿業会館） 

 

６月以降の行事 

６月１２日………… SCM 推進協議会総会（TFT ビル）  

６月１５日………… 第１２０回繊維通商問題委員会(東京・繊維会館) 

６月２９日………… SCM 推進協議会取引改革委員会（TFT ビル）  

７月２４日………… 繊産連常任委員会（霞ヶ関ビル）   

８月 ４日………… 綿工連綿’s 倶楽部委員会(大阪・綿業会館) 

９月２７～２８日……綿スフ工連広幅先染専門委員会（九州産地） 

１１月 １～２日………綿工連綿’s倶楽部「第５回機屋の直売会」(レンタルスペース “さくら”中目黒) 

１１月 ５日 …………第８回日中韓繊維産業協力会議（中国・西安市） 

１１月 ９日 …………近畿以西事務局会議（九州産地） 
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“ジャパン・コットン・マーク”は 
優れた国産綿素材製品の証明です 

 

国産綿素材の優れた品質をアピールして需要振興を

図るため、国内で製造した綿素材の織物を使用した

繊維製品に対してジャパン・コットン・マークの表示を

推進しております。 



綿スフ織物情報              ２０１８年(平成３０年)  ６月号 Vol.１８２７ 

 
 

 

 - 32 - 

 


